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１ 会計監査及び専門家による支援について 

 法人の受ける会計監査は、毎年度、以下に掲げる会計監査人による監査（法第 37 条の規定により、

会計監査人設置義務を負う法人（以下「会計監査人設置義務法人」という。）において行われる会計監

査、又は法第 36 条第２項の規定により、会計監査人設置義務を負わない法人において定款の定めによ

り会計監査人を設置して行われる会計監査をいう。以下同じ。）、又は会計監査人による監査に準ずる監

査（会計監査人による監査が行われない場合に、法人と公認会計士若しくは監査法人との間で締結する

契約に基づき行われる会計監査人による監査と同じ計算関係書類及び財産目録を監査対象とする監査

をいう。以下同じ。）であること。 

  ① 会計監査人による監査 

    法人が会計監査人による監査を受けたときは、法第45条の19第１項に規定する会計監査報告（以

下「独立監査人の監査報告書」という。）及び監査の実施概要や監査の過程で発見された内部統制の

重要な不備等を記載した報告書（以下「監査実施概要及び監査結果の説明書」という。）を会計監査

人から受領すること、並びに同条第６項の規定で準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律（平成18年法律第48号）第108条第１項の規定に基づく会計監査人の監事への不正の行為等に関

する報告及び社会福祉法施行規則（昭和 26 年厚生省令第 28 号）第２条の 33第１項に規定する会計

監査人の特定監事への通知が適切に行われること。 

   ※ 独立監査人の監査報告書並びに監査実施概要及び監査結果の説明書の作成の具体的方法及び留

意事項等については、別途送付する「社会福祉法人の計算書類に関する監査上の取扱い及び監査報

告書の文例」（平成 29 年４月 27 日日本公認会計士協会非営利法人委員会実務指針第 40 号）によ

ることとする（以下同じ。）。 

  ② 会計監査人による監査に準ずる監査 

    法人が会計監査人による監査に準ずる監査を受けたときは、独立監査人の監査報告書並びに監査実

施概要及び監査結果の説明書を公認会計士又は監査法人から受領すること、かつ、公認会計士又は監

査法人による監事への報告及び通知が適切に行われること。 

    また、契約に係る透明性を確保する観点から、会計監査人による監査に準ずる監査に係る契約を締

結する場合であっても、会計監査人を設置する場合と同様に、複数の候補者から提案書を入手し、法

人において選定基準を作成し、当該提案書に記載された提案の内容について比較検討の上、契約の相

手方として選定すること。なお、価格のみを基準として選定することは適当でないこと。 

 専門家による支援について 

   法人の受ける専門家による支援は、会計監査を受けない場合において、当該法人の事業規模や財務会

計に係る事務体制等に即して、必要に応じて行われるものであり、毎年度、以下に掲げる財務会計に関

する内部統制の向上に対する支援又は財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援を受けるも



のであること。 

  ① 財務会計に関する内部統制の向上に対する支援 

法人の受ける財務会計に関する内部統制の向上に対する支援は、当該法人と公認会計士又は監査法

人との間で締結する契約に基づき、公認会計士又は監査法人により別添１「財務会計に関する内部統

制の向上に対する支援業務実施報告書」に記載された支援項目等に関連して発見された課題及びその

課題に対する改善の提案の報告を受けるものであること。 

※ なお、当該支援は、「社会福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等及び経

過措置に関する政令等の公布について」（平成28年 11月 11日付け社援発1111第２号厚生労働省

社会・援護局長通知）第一の一の１に記載する会計監査人設置義務の基準の段階的な拡大により、

将来的に会計監査人設置義務法人となることが見込まれる法人が実施することが望まれる。 

② 財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援 

法人の受ける財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援は、法人と専門家との間で締結す

る契約に基づき、専門家により別添２「財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援業務実施

報告書」に記載された支援項目の確認及びその事項についての所見を受けるものであること。 

２ 一般監査の実施の周期の延長及び指導監査事項の省略について 

 実施要綱３「一般監査の実施の周期」に基づく周期の延長の判断及び実施要綱４「指導監査事項の省

略等」に基づく指導監査事項の省略を行うかどうかの判断については、毎年度、法人から提出される計

算書類、附属明細書、財産目録に加え、次に掲げる区分に応じ、法人から提出を受けた各区分に定める

書類を確認した上で行われるものであること。 

① 実施要綱３の（２）のアに基づく会計監査人による監査若しくはイに基づく会計監査人による監査

に準ずる監査を受けた場合における一般監査の実施の周期の延長の判断、又は４の（１）に基づく指

導監査事項の省略の判断 独立監査人の監査報告書並びに監査実施概要及び監査結果の説明書 

② 実施要綱３の（２）のウに基づく専門家による支援を受けた場合における一般監査の実施の周期の

延長の判断、又は４の（２）に基づく専門家による支援を受けた場合における指導監査事項の省略の

判断 実施要綱３の（２）のウ又は４の（２）の専門家が当該支援を踏まえて作成する書類として別

添１又は別添２の様式による書類 

 なお、会計監査又は専門家による財務会計に関する内部統制の向上に対する支援を受けた場合には、

実施要綱４の（３）の専門家が当該支援を踏まえて作成する書類として、独立監査人の監査報告書並び

に監査実施概要及び監査結果の説明書、又は別添１の様式による書類の提出を受けることにより、当該

規定に基づく組織運営に掲げる項目及び監査事項の確認を行うにあたっては、これらの報告書を活用し

効率的な監査の実施に資するものとすること。 


